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宗像正幸
?
ドイツの再統一を契機に， ドイツヘの関心はわが国においてもかつてない
高まりをみせている。そこには，歴史的にわが国と特に結びつきの強かった
ドイツの現在にいたる歩み，今後の行方に対するある種の感慨がこめられて
いるのは事実であろう。だが同時に， 1992年末の EC統合，ソ連，東欧諸
国における社会主義体制の動揺と崩壊，ヨーロッパ周辺地域における民族主
義，ナショナリズムの再噴出等，激動するヨーロッパ情勢の中で，「中欧の
大国」に復帰しつつあるドイツの動向が，国際化し，急速にヨーロッパに進
出しつつあるわが国経済，企業経営にとっても軽視しえない現実的意義をも
つからであろう。本書はこうした背景を踏まえ， またその関心に応えるべ
く，新たな視点から編まれた，現代ドイツの企業経営と経営学に関する良質
の入門書であり，激動する環境変化との関係での，その独自性，現状，発展
動向および課題が，多様な角度から解明されている。執筆陣は，これまでわ
が国におけるドイツ経営学研究を精力的に推進してきたヴェテラン，中堅の
研究者からなり，各々自己の専門あるいは得意とする分野を担当し，その研
究のエッセンスを提示する内容になっている。
本書は序章に続く， 2部16章からなり，第 1部ではドイツの企業経営の制
度的，機能的，構造的特性と課題が，また第2部では現代ドイツ経営学の主
要な展開方向が究明される。その構成と各章の執筆者は以下のようになって
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いる（敬称略）。その概要の紹介がまず必要となる。
序章 ドイツの経済・経営・経営学（大橋昭—: 3-16頁）
第1部 ドイツの企業経営
1章 ドイツの企業経営の特徴（大橋昭ー： 19-34頁）
2章共同決定と労資関係（渡辺朗： 35-50頁）
3章経営休止と共同決定（深山明： 51-75頁）
4章 ドイツ企業のイノベーション（濱本隆弘： 77-98頁）
5章 ドイツの経営財務（牧浦健二： 99-119頁）
6章 ドイツの会計制度（森哲彦： 121-137頁）
7章 ドイツの手工業制度（森本隆男： 139-156頁）
第2部 ドイツの経営理論
8章 現代ドイツ経営学の 3つの志向性（田中照純： 159-173頁）
9章 グーテンベルク学派の経営学（長岡克行： 175-192頁）
10章 コジオールの経営経済学（水原熙： 193-211頁）
11章 シュミットの企業用具説（佐藤一義： 213-235頁）
12章 シュナイダーの企業者職能論（田淵進： 237-250頁）
13章 シュクインマンの企業体制論（野田俊範： 251-266頁）
14章 ドイツの批判的経営学（海道ノプチカ： 267-279頁）
15章 DDRの社会主義工業経営経済学（海道進： 281-294頁）
16章 日独比較経営学（吉田和夫： 295-307頁）
II 
序章は本論への導入部として， ドイツの経済，経営，経営学についての歴
史的な概銀と展望にあてられ，本書における現時点でのドイツ観の基調が示
される。まず欧米列国の中では遅れて (1871年）近代国家としての統一をは
たしたドイツが，その活力を経済面に集中させ， 「追いつき追い越せ」をモ
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ットーに，第 1次大戦，第2次大戦，冷戦期，近年の社会主義国の再編成期
と，世界の「台風の目」的存在であったこと，その際重工業中心の急速な経
済発展を保証する秩序維持のため，過激な社会主義者鎮圧・排除政策と社会
改良的政策を並行させ，労働者を含む国民の社会的統合を推進したこと，こ
うした政策との関連で思想，理論上社会問題，人間問題を重視するドイツ的
志向が醸成されたことが指摘される。
その上で，企業の大規模化，独占化を背景として成立した経営学が大学
（商科大学）を拠点として発展した結果，学問的整備に重点が置かれ，学問
論，方法論，体系論が盛んであること，その内容は米国と異なり会計学を内
包するとともに，経営社会学，経営心理学とは別個の学問と見る点に特徴が
あること，経営学の発展を貫通する基本志向は， ドイツ経済・経営の実践上
の基本課題に照応して，経済・経営•生産の合理化問題の処理と，人間の問
題，社会的問題の解決を志向し社会的統合を図ろうとする経営民主化問題の
処理にあり，前者が戦前のシュマーレンバッハ (Schmalenbach,E.)から
戦後西独のグーテンベルク (Gutenberg,E.)につながる系譜，後者がニッ
クリシュ(Nicklisch,H.)から新規範主義経営学につながる系譜であり，こ
の「科学主義的方向」と， それと対置されるいわば「人間主義的方向」（評
者）と特徴づけられうる二つの路線がドイツ経営学の発展を織りなす2本の
縦糸であることが強調される。
また東ドイツの状況に関しては，元来ドイツでは社会主義運動が活発であ
ったことから，戦後ソビエトの主導のもととはいえ社会主義体制が出現した
ことは全く唐突なものである，というものではなかったこと，その際東ドイ
ツ社会主義の理念は，現代社会の基本理念である民主主義の二つの要素であ
る自由と平等の内，平等を優先するものであり，その経済的実現はとくに所
得および生活水準の平等に焦点を当てるものであったこと， しかしこの理念
の実現が生産力水準の低い段階では画ー化，単一化傾向を生むこと，また企
業間競争の不十分性が量的義務さえ果たせば良いという「員数主義的悪弊」
を生むことにより，社会主義国の中では相対的に高い生活水準を達成しなが
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らも，資本主義体制下では達成される多様化が実現できず，国民の多様な欲
求を充しえなかったこと等，が指摘される。
さらに EC統合との関連では， ドイツの電光石火の統ーは， ECの経済的
単一国家化に遅れをとらないため，混乱を速く終息させドイツの態勢をいち
早く堅める必要があったことと関連していること， ドイツ工業が EC諸国
内ではリーダー的地位を占めているが， 米国，日本の企業実績と比較する
と，例えば一般管理費，販売費の比重の高さ，売上高利益率の相対的低さと
配当性向の相対的高さが特徴的であり，そこに技術革新の立ち後れと国際的
競争力低下の背景があり，経済統合を契機とする今後のドイツの課題がある
とされている。
第 1章ではドイツ企業経営の一般的特徴が究明される。企業形態について
は，株式会社形態が相対的に少なく，有限会社，合資会社形態が多く，大企
業の法律形態も多様であり，それは所有の分散化が進んでおらず，企業所有
が米国や日本に比してより重要な問題であり続けていることである。また経
営組織と経営者については， ドイツのトップ・マネジメントが監査役会と取
締役会の二重構造になっており，また共同決定法の影響もあり，法律上は専
門経営者がその任につく可能性が高い構造になっているが，その理念はむし
ろ所有と経営の分離よりはその統合を志向し，経営者は企業所有権（者）の
価値を体現すべき存在であり，私有財産としての企業の人格的代表者として
意義づける傾向が強く，この伝統的な私有財産権に根ざす価値観が天職観，
エリート思想と結びついて， ドイツ経営者の信念と行動をいまなお特徴づけ
ている，とされる。
またドイツ的経営の機能，有効性評価に関しては，従来これを個人志向の
集権的経営，専門機能重視の経営にありがちな硬直性をもつ経営として批判
する見方と， ドイツ独自の制度に根ざす組織的柔軟性をもち，末葉の技法に
はしらず，企業者的責任思考のもとで経営の基本的給付 (Leistung)の質を
重視するものとして積極的に評価する見方があるとし，このうち後者の見方
の意義が強調される。そしてより具体的には，ここからドイツ的経営におけ
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る生産・労働・技術重視の志向が生じ， ドイツの企業は端的にはテヒニクの
組織，仕事の組織であり，熟練・技能養成制度の充実を基礎に，良い仕事を
したいという願望が良い製品をつくるという製品関心を大にし，それが組織
体としての企業への統合心を生むという，「仕事共同体」としての特質が醸
成されている点が強調される (31頁）。ただ現代のドイツの経営の問題点は
アメリカと日本とのハイテク競争に遅れをとっている点であり，それはハイ
テクを駆使しうる，日本の JITゃ TQCに対抗しうるドイツ独自の生産シ’
ステムが未だ形成されていないことに基因し，ここにドイツ企業の今後の最
重要課題がある，とされている。
第2章では戦後西ドイツで整備されてきた共同決定制度が，労資関係を新
たな次元に高める「企業共同決定」，「経営共同決定」として取り上げられ，
その特質が究明される。この制度の特徴は労働者が企業の最高機関にまで参
加し， しかもこのことが法によって強制，確定されている「強制設立主義」
に立脚している点であり， この志向には， 「経営民主主義」を求め続けてき
たドイツ労働者19世紀以来の紆余曲折の歴史が反映しており，その悲願の一
応の成果である。共同決定制度（とりわけ「モンタン共同決定法」 (1951),
「経営組織法」 (1952),「新経営組織法」 (1972),「共同決定法」 (1976)を基
礎とする制度）の意義は，「労働契約」の不平等性を回避する団体交渉制度
では労働者側が関与しえず，企業内「従属的従業員関係」のもとで労働者に
不利益をもたらす可能性のある経営計画の技術的，組織的実現，とりわけ労
働力の具体的な使用・処理に関する「処理的決定」への労働側の影響力行使
を保証する点に求められている (46-47頁）。その際「新経営組織法」に規
定されている，労働者代表組織である「経営協議会」での共同決定権，協議
権が重要で，基本的合意事項は経営の憲法 (Verfassung)に基づくことに
なる (47頁）。また「共同決定法」等に規定される企業次元の共同決定は，
この次元での「処理的決定」への参加を意味する。いずれの次元の共同決定
もその作用は限定的であり，労働者を管理の主体とするものではないが，労
働者を資本家に対し同等の企業構成員の位置におく「経営民主主義」の実現
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を図る意味をもち，社会的市場経済の維持に一定の寄与をしている，と主張
される。
第3章では，企業危機に対処するための企業の方策としての「経営休止
(Betriebsstillegung)」，すなわち経営生産の一時的， 最終的縮小・停止措
置をめぐる問題が取り上げられる。そしてドイツでは，従業員の利害に大き
な影響をもつこの措置がとられる場合には， 「経営組織法」上の規定で「経
営協議会」での共同決定，協議事項となることから，そこで問題となる利害
調整，補償計画の制度内容が具体的に紹介されている。そしていわば危機に
あたっての企業の行動に社会的合理性の視点から規制をかけるこの制度に対
し，近年「企業の柔軟化戦略」の視点から規制緩和を求める動向が強まって
いる状況が示される。
第4章では国際競争の激化のなかでイノベーションの企業内での継続的実
現を強く求められているドイツにおける， イノベーションの「管理 (Fiih-
rung)」の方向，その組織，企業文化との関係についての議論が紹介される。
そしてこうしたドイツ経営学界での諸議論，諸提案は，その主張の背景に，
むしろイノベーションに阻害的な現実の「ドイツ企業文化」（意志決定領域
での集権化志向，マイスター制度による資格制度の存続，労働者・管理者間
の権威主義的関係，共同決定法による経営参加のもとでの既得権，人間尊重
志向等）があり，それとの折り合いをつける課題を内包している点が指摘さ
れる。
第 5章では経営財務面でのドイツ製造業の特徴が，わが国との比較を通じ
て，資産・資本構成の推移，資金の需給状況，資金調達方法，財務戦略等の
面から究明されている。そしてわが国の製造業が，配当を実質的に少ししか
負担せず，内部資金を増大させ，同時に多量の株式発行により自己資本を強
化し，またこうした措置を自己資本提供者が容認したのに対し，西ドイツで
はこうした理解が不足し，自己資本装備の改善が進まなかった点 (113頁）
等が指摘されている。
第 6章ではドイツの会計制度の概要が， これを法律的に規制する株式法
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(1937年法， 1965年新法）との関係，コンツェルン法との関係において説明
され，さらに EC内部での会社法の最低条件の調和の必要性もあって改編
された新商法典 (1985年）に盛り込まれた会計関連規定， 会計制度の内容
が，平易に概説されている。
第7章では，共同決定制度とともにドイツ的経営を特徴づける制度とみな
されている手工業 (Handwerk)制度が，その基礎となっている手工業秩序
法の成立への歴史的経過，秩序法の骨子，その後の西ドイツの技術的経済発
展の下での改革の動向という視点から，概説されている。そして手工業制度
が，ビスマルク時代以来ドイツで維持され，大戦後も再成立した背景には，
熟練労働維持による競争力強化というドイツの国策があるとともに，とくに
大戦後の西ドイツでのネオ・リベラリズムの理念に導かれた「社会的市場経
済体制」の確立にとって，大企業の行動への国家規制と中産階層の経済機能
維持のため，その中核を占める手工業保護が必要であったこと，が指摘され
ている。そして現在，後継者難，技術発展への適応， EC統合，規制緩和等
の問題と関連して，秩序法の存続自体が議論されるようになっている状況が
示される。
第2部は理論編であり，現代ドイツの経営理論の代表的アプローチの解明
が試みられる。第8章はその概銀に当てられており，大戦後の1950-60年代
がグーテンベルク理論の支配力によって特徴づけられるとすれば， 1960年代
末から現代にいたる発展は，展開の多様性によって特徴づけられるとし，こ
うした多様化を規定している要因として，急速にドイツに浸透したアメリカ
経営学の影響（その多様性の反映）と現代科学理論の発展がもたらした経営
学方法論問題への影響が挙げられている。そしてこの展開において基軸をな
しているアプローチとしては，「意志決定志向的」， 「システム志向的」， 「労
働志向的」という 3方向があるとし，各々その特徴が概説されている。その
際前2者が技術論的， 応用科学的な性格をもち， その行為主体として資本
家，企業家を想定した基本的には資本志向的性格をもつのに対し，後者は労
働者の社会経済的利害を経済行為の中心にすえる点に特徴があり，そこに経
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営参加，企業内民主化を軽視しないドイツ社会の動向が反映していることが
指摘される。
第9章は戦後のドイツ経営学の原点としてのグーテンベルク学派の経営学
の概説に当てられ，その成立過程，「経営経済学原理」の骨子， その後生じ
た方法論争，費用論争の経緯，その後の「グーテンベルク学派」の展開が示
される。そしてこの学派の展開方向と課題が， ドイツ経営学界の多元化への
一般傾向との関連において，経済的な数量関係の分析の枠から出て， 管理
論，組織論を中心におく経営経済学への脱皮にある点が示唆されている。
第10章では， 大戦後のドイツ経営学において， グーテンベルクとは異な
り， ドイツ経営学の伝統との決別ではなく，むしろその遺産の継承と進化，
近代化の方向において大きな影響力をもったコジオール (Kosiol,E.)の経
営経済学がとりあげられ，その経営経済学一般理論と企業組織論の骨子，ぉ
よびその展開の基礎にある統合とシステム思考の特性が明らかにされてい
る。コジオール理論の意義は，伝統的経営経済学の体系に組織思考を導入す
る先駆としての役割を果たした点，組織を把握する基礎に分化と統合の思考
をおき， ドイツにおける古典的組織論の代表としてのニックリッシュの思考
を受け継ぐと共に，そこにあった理想主義的共同体思考にかえて，現実主義
の立場から複雑な現実の組織現象を総合的統合的に解明する道を開くシステ
ム論的思考を導入することによって，経営学の視野を拡大させ，その後のシ
ステム志向的経営学の展開を促進した点にある，と主張されている。
第11章では，近年の意志決定志向的経営経済学の潮流の一翼を担うシュミ
ット (Schmidt, R.-B.)の企業経済学の内容が概説されている。そこでは
企業を，それととりまく利害関係者の，自己の欲求充足のための用具とみる
「企業用具説」の基本構想に立脚する彼の理論の概要が，その基本概念，企
業の目標設定，目標達成，成果使用の局面で把握される。その特徴は，グー
テンベルク，ハイネン (Heinen,W.)等が前提としていた単独決定原理か
ら脱却し，共同決定制における労働者利害の拡大を理論体系内に直接受け入
れられる枠組みを用意している点，戦後の経営経済学で軽視されていた「成
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果使用」の問題が積極的に体系内に導入され，伝統的な共同体論のコンテキ
ストが近代的組織論，連合体論，コンフリクト論とともに議論されている点
であり，そこにドイツ的な意志決定論の特徴が明確に見られるとしている。
第12章は， ドイツ経営学へのアメリカ経営学の影響強化の一般的潮流の
中で， ドイツ経営学の学説史的方法論的研究を踏まえ，「企業者職能論」と
して経営経済学を構築しようとする意義をもつものとして， シュナイダー
(Schneider, D.)の理論が紹介される。そこでは企業者職能の根元が所得
の不確実性の回避，減少において捉えられ，この視点から，企業という制度
の創設機能，外部に対する制度維持機能（利益のさやとり機能），内部的制
度維持機能としての経営指導による革新機能，という 3職能で把握される企
業者職能の意義，およびこの行為主体の視点から「市場」との関係で成立す
る「制度としての企業」を個別経済学的に把握する，一種の「企業理論」と
しての経営経済学構想の骨子が説明されている。
第13章は，近年ドイツにおいて盛んになってきた構成主義経営経済学の代
表者と見なされるシュクインマン (Schteinmann,H.)の「企業体制論」の
概要とその背景の考察に当てられている。そして19世紀以来法学において問
題とされ，またその後社会学の対象となっても経営経済学上の主要な議論と
はなりえなかった「企業体制 (Unternehmungsverfassung)」の問題が今
日学界で本格的に取り上げられるようになった背景として，現代の大企業の
性格の純粋私企業から「準公共的な制度」， 利害の連合体への移行， 特に共
同決定制度の拡充と影響の拡大，企業の所有権と処理権の分離傾向，企業体
制に関わる立法措置，法的規制の増加とその学問的処理の必要性の増大等が
挙げられ，こうした背景の中で「ある特定の歴史段階における企業のありよ
うそのもの」 としての「企業体制」が， 従来からある「企業形態」「企業組
織」という類似概念を包括しつつ両者を統一する意義において把握される。
そして「企業体制」は，現実的には広義における企業規制との関係で問題と
なり，多様な権力関係の調整問題を内容として含む点が指摘される。またシ
ュタインマン自身の理論の特徴である利害一元論的企業体制から利害二元論
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的企業体制をへて利害多元論的企業体制へという体制変革論については，そ
の楽観的規範論的性格への危惧とともに，その背景に共同決定制度というド
イツ企業の歴史的現実があることが強調される。
第14章ではドイツ経営学の主流をなすグーテンベルク，ハイネン等の「支
配的経営経済学」に対する「批判的経営学」の二つの流れ，すなわち「メア
ヴェルト・グループ」による批判論とドイツ労働総同盟の主導による「労働
志向的個別経済学」の構想が紹介されている。前者はマルクス主義的弁証的
科学理論の立場からの批判であり，主として「経営経済学」の明示的あるい
は暗黙の「価値前提」がその対象となり，後者では資本主義体制を前提とし
た上での「資本的合理性」に対する労働者の自己実現を可能とする「解放的
合理性」の可能性の主張が特徴的となる。そしてこの種の批判がむしろ継続
的に維持されてきたわが国の状況と，それが1970年代になってはじめて明確
となったドイツとの状況の相違，その社会経済的基盤への注意の必要性が強
調される。
第15章では， DDRにおける社会主義工業経営経済学の骨子が， DDRを
めぐる近年の社会経済情勢の激変，その「資本主義への逆行」による経済危
機，不安定化という背景をふまえた上で紹介され，その全体としての体系構
成，社会主義工業経営の管理の本質と資本主義企業の管理との相違，社会主
義的管理の方法（計画化， 経済計算制， 社会主義競争，等），管理原則（政
治と経済の統一，民主集中制等）が概説される。そしてこうした「社会主義
工業経営経済学」の内容は， DDRという国家権力の構造，性格の変化によ
る，対象としての社会主義工業経営の解体によって，現実と一致しなくな
り，観念形態としては消滅する運命にある。しかしその40年間の存続におけ
る歴史的事実は消滅することなく，学説史研究の対象となりうることが指摘
される。
第16章では，わが国とドイツとの経営学の分野での交流の経過が回顧さ
れ，その比較の上に今後の展望が試みられる。その際焦点が当てられるの
は，第2次大戦前においては，平井泰太郎教授が果たした日独の架け橋とし
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ての役割であり，平井経営学には， その「経営学入門」 (1932年）に凝縮さ
れているように，教授と親交のあった当時のドイツ経営学界の巨星，ニック
リッシュやシュミット (Schmidt,H.)の志向，すなわちアメリカ経営学に
は見られない，経営を経済学や会計学を手がかりに，国民経済という全体を
踏まえて究明するという，「個と全体の関係を有機体論的に究明する」基本
思考が流れており，この思考を基軸に戦前においては日独経営学は同じ運命
を辿った点が指摘される (300-301頁）。 また戦後においては， グーテンベ
ルクにおいて典型的にみられるように， ドイツ経営学からは「個の全体性」
という有機体論的思考は影を潜め，むしろ「個の自律性」という自覚のもと
で，個の成長が全体の成長をもたらすという過程的な作用関係が把握される
にとどまる点に特徴があるとされる。そしてこうしたグーテンベルクを中心
とするドイツ経営学の戦後の展開は，わが国では池内信行教授，市原季ー教
授，山下勝治教授等の努力により日本に移入され，また戦後の日独交流が深
められた経由が示されている。そして現在わが国においては， ドイツとこと
なり新たな有機体論的思考が「日本的経営」として登場し，「企業の集団と
しての個の自覚」が高められ，それが世界を脅かしつつあるという見方も生
じ，この点が今後の両国の交流の一つの問題となりうることが示唆されてい
る (305頁）。
III 
以上の紹介から判明するように，本書には，現代のドイツ企業経営の理論
と実践の骨子を知る上で必要な，ほぽあらゆる事項，問題が，永年にわたる
わが国のドイツ経営学研究の蓄積と現段階での到達点を踏まえた上で，平易
に論じられている。この大部の，多数の専門執筆者の手による，多面的な内
容をもつ著作に対し，総合的な性格づけ，評価を加え，その細部にわたって
批評することは，評者の手に余るものである。だが評者の義務として，本書
通読後受けた印象と感想を，敢えて集約してみよう。評者からみて，本書の
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全体を通じての主要な特徴は，大略次の 4点に集約できるように思われる。
第1に印象的なことは，本書の構成と内容におけるバランス感覚の良さで
ある。従来わが国の経営学界におけるドイツ研究は，一方で学説史的，方法
論的研究として推進され，わが国経営学の方法論的，理論的研究の基礎とな
り，その研究方向，フレームワークの設定や，「理論それ自体」 としての水
準の深化，向上に貢献してきた。他方でドイツの企業経営それ自体について
の，歴史的，制度的，構造論的，現状分析的研究も推進され，先進工業国に
おける大企業，中小企業の企業特性の比較・解明に貢献してきた。だがその
両者の関係が必ずしも十分につけられていたとはいい難い。こうした傾向へ
の是正の必要性は，近年に至ってわが国でもとみに意識されるようになり，
その是正の試みがなされてきているが，本書は，その最も明確な，また巧妙
な試みの一つと言える。本書ではこうした理論，実践両側面での研究蓄積を
基礎におきながら，この両面を等分に取り上げ，その成果を統合し，理論，
実践両面からのドイツ経営の統合的理解に迫ろうとする意識的努力がなされ
ている。すなわち第 1部での具体的実践的部面でのドイツ企業経営の分析
が，第2部での理論的，形式的，方法論的分析と連絡し，これを序章，およ
び1章と終章の各部別の総括によって整合するという周到な配慮がなされて
いる。それによって本書を通読すると，そこから理論と実践間のバランスの
とれたドイツの企業経営の全体像が浮かびでてくる仕組みになっている。こ
の点は本書の内容に揺るぎない安定観を与える基礎となっており，その特筆
すべき特徴の一つと言いうるであろう。
第2に，こうした統合的試みは，一般に言うは易く行なうは難しで，簡単
にできるものではない。しかもこのように，それぞれ異なる専門課題を抱え
る多数の，独立の執筆者を揃えた場合にはなおさらである。それはえてして
視点の定まらない，散漫な，単なる論集になりがちである。その点本書は，
多様な，多面的な領域を含みながら，しかも内容的に一種の穏やかな「有機
的」統一性が保たれている点が印象的である。
本書で展開されている多彩な内容を貫く縦糸となり，本書に一種の統一性
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を与える共通の視点は，本書が「現代のドイツ経営学」として，直接的には現
時点での理論と実践を問題としながらも，それらをその歴史性において， ド
イツ的伝統との関連で把握しようとする思考であろう。その際ドイツの伝統
的独自性として摘出され， 共通の事実認識の基軸となっているのは，「共同
体的思考」の伏在，および「共同決定制度」を典型とする，資本制企業の私
的な所有権能に対する強固な社会的制度的規制の存在であり，本書は全体と
して，こうした独自性を底流にもつドイツ経営の現代における意義（一方に
おけるアメリカ流の経営志向に対する，他方におけるわが国の経営志向に対
する）を問い，これを究明し，強調しようとする試みであるとも言えるので
ある。この特徴は，たとえば第1部でのドイツの企業経営の実態と独自性把
握の中心部分が，共同決定制度，経営休止制度，会計制度，手工業制度と，
個別企業の行動に対し，立法的措置を基礎に一律にマクロ的， ミクロ的規制
をかける各種制度と企業経営との関係分析によって構成されており，それら
の制度が各々現在の形態にいたる戦前からの歴史的経過と関連して把握され
ている点，また第2部の理論把握の力点が，第2次大戦後のドイツ経営学の
支配的パラダイムがグーテンベルク理論にあるとしながらも，むしろドイツ
経営学の現代にいたる理論的発展が，この学派自体の発展よりも，とくに共
同決定制度の西ドイツにおける普及を経験的基礎として，グーテンベルク学
派にみられる自由主義的，一元的資本志向への修正，批判を含意する諸アプ
ローチの展開に重点をおいて把握されており，またこの志向を場合によって
は，戦前のドイツ経営学との継続性（たとえばコジオール，シュミットの所
説のニックリッシュの「共同体」論とのある種の接合可能性 (205,214頁）
において理解しようとしている点に現われている。
第3に，このような本書の構成内容に反映する基本的な方法論上の選択原
理の基礎にあるのは，本書の執筆者の多くにみられる，現実の社会経済現象，
経営現象一般， したがってまたドイツ経営（学）への評価視点についての
共通の態度であろう。それは資本制企業経営が資本の論理のままに，また人
間の「人格」から離れて単に機能的，無制約的に行動する（「運動する」）こ
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とに対する批判的態度であり，それに対して「人間主義」の視点から加えら
れる社会的規制を重視する態度である。この基本態度が「ドイツ経営」を研
究対象として取り上げ，その独自性を把握する際の基本視点になっているよ
うに思われる。それは具体的には，一方で所有と経営の分離よりもその一致
を志向する経営者による企業者的エイトスの保持をドイツ的特性として重視
し，また「仕事共同体」としての組織特性を評価する視点 (1章）につなが
るとともに，他方で戦後西ドイツの「社会的市場経済体制」における「社会
性」重視志向を是とし，「経営民主主義」の発展を重視し (2章， 3章），
「手工業制度」維持の伝統的，近代的意義 (7章），また「構成主義経営経済
学」における「規範主義」，二方向の「批判的経営学」の主張の現実的意義
を認め， DDRの「社会主義体制」の意義を必ずしも否定しない（序章， 13
章， 14章， 15章）立場となって現われている。したがって本書では，序論で
ドイツ経営学の基本志向として把握されている「科学主義的方向」と「人間
主義的方向」の 2軸のうち，どちらかといえば後者の志向を基軸に，その展
開内容が選択され，この側面での発展が強調されているように思われる。そ
こには「人間主義」の視点にこそ， わが国で現在「ドイツ経営（学）」を取
り上げる最重要な意義があるのだという執筆陣の内に秘められた思いがこめ
られているのかも知れない。本書で事実上問題とされている内容と視点は，
本書でも解説されているように， 従来ドイツの学界では， またわが国でも
「経営経済学 (Betriebswirtschaftslehre)」として扱われてきた領域であ
る。それはドイツでは例えば「経営社会学」とは系を異にするものとして別
個に扱われてきた。これに対し本書では，この「経営経済学」という名称を
前面に出すことを避け，表題その他にみられるように「ドイツ経営学」とい
う用語法での統一を図ろうとする意図が認められる。この意図はあるいは本
書の内容上のこうした志向とも関係しているのかな，という憶測を評者は抱
いている。
第4に，だが本書にみられるのは，必ずしもこうしたナティオーン (Na-
tion)としてのドイツ圏内に視点を限定した上での歴史的現代把握の視点，
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現代のドイツ経営の歴史通貫的な，一般的独自性強調の視点のみではない。
本書を特徴づけ，彩っているのは，表題にあるごとく激動する「現代の」ド
イツの企業経営の，より切実な，とくに国際的な環境下での切迫した現今の
状況を直接視野にいれ，この動向をも積極的に考察の対象にしようとする執
筆陣の意図である。この側面で議論のテーマは，既述のように，主として
EC統合を契機に，ョーロッパ諸国内でも独自な制度を維持してきたドイツ
が，他の EC諸国との調整（「調和」）の必要上， その見直しを迫られてい
る実状， ドイツ産業が EC内では最強を誇りながら， アメリカ及び日本と
の国際競争においては近年守勢に回っている事態，社会主義諸国の内の最強
工業国であった DDRが消滅に至った状況， そのもつインプリケーション
等である。その際の主要な論点は，国際競争激化，従来の政治体制，社会体
制の動揺，再編成の動きの中で，いわば「人間主義」的志向をもつものとし
て把握されてきた「ドイツ的経営」とその「社会規制制度」が，かならずし
も，国際間競争，とくに技術革新競争において競争優位を維持する諸要件と
整合的でないこと，この点からも企業経営の在り方が問い直され，諸制度の
存立基盤が動揺する状況にあること(16頁， 33頁， 70-72頁， 96-97頁， 113
-115頁， 155-156頁，等）である。ただしこのドイツ企業経営の動揺，ぁ
るいはその志向性の転換をめぐる論議は必ずしも本書の主要な分析対象とは
なっていない。むしろこうした最近の国際情勢変化と直接かかわる諸問題
は，本論においては主として従来の志向との関連でその動向が明らかにされ
るにとどまり，本格的解明は今後の課題とされている場合が多い。
IV 
以上のような特徴を内包する本書は，現時点における最良のドイツ経営
（学）入門となっている。読者は本書によって，現代におけるドイツ企業経
営をめぐる理論的実践的諸問題の全体像を掴み，また今後の展望について豊
かな示唆をえることができよう。こうした入門的性格の書では，一般には個
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々の論点について，深い掘り下げがなされないのが通例である。だが本書
は，執筆陣の永年積み重ねられた研究蓄積と現下の社会激変との出会いのも
とで，その筆致は平易ではあるが，その含意は深いものとなっており，読者
の思考を刺激し，触発させ，場合によっては深刻な思索へと導く内容をはら
んでいる。
その際，評者自身がとくに思考を触発され，また考えさせられたのは， ド
イツ経営（学）を把握分析するに際しての，普逼主義的歴史通観的視点と，
国際比較的視点との関係の問題である。本書を通読して評者は， 本書の序
章， 1章，終章において積極的に展開されたドイツ経営の国際的比較の視点
からの特性究明の視点と，その他の本論における分析視点との間に，なおあ
る種の微妙なずれが残っていることを感じた。本書の魅力は，従来のわが国
のドイツ経営研究が伝統的に踏襲してきた第 1の視点を基礎としながら，体
制変革と経営の国際化時代において不可欠となってきた第2の視点を積極的
に導入しようとしている点にある。 この点があるが故に， あるいはかえっ
て，両者の一層の整合性の確保，統合化に向けて，今後解決すべき未解決の
課題もまた示されているという印象が残るのである。
この点はドイツ経営学研究のみならず，経営学界の現在の重要な，早急に
究明する必要がある， しかも未解決の課題であり， ドイツ経営学の入門書
として編まれた本書に，その解決まで期待することは酷に過ぎるといえよ
う。ただ評者自身の内省をこめて，「ドイツ的経営」と同様，「曲がり角」に
立っていると思われる経営学研究進展への今後の展望という視点から，目下
評者の抱いている理論的方法論的視点との関係で，この問題と関係する本書
の分析志向と内容に敢えてコメントするとすれば，それは以下のようになろ
?? ?
評者が気になるのは，本書の分析の基調をなしている，理論面におけるド
イツ経営学の普逼主義的視点からの把握・摂取志向，実践面におけるドイツ
の経営実践の経済的，制度的，あるいは法制的側面からの把握志向の意義と
その限界についてである。こうした志向は従来からのわが国の伝統的な，海
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外文化摂取・把握の視点であり，今日まで多くの成果をあげてきた手堅い手
法である。だが現代の急速に変化する環境の中で．またわが国における西欧
文化の摂取のみならず，わが国の経営システムの海外への直接進出，海外文
化との直接接触とそれに係わる問題多発化，海外経営によるその学習，導入
傾向の顕著化という動向の中で，こうした態度のみで対応することは果して
可能であろうか。この点本書では，とくに序章， 1章，終章の分析視点の内
に，すでにこれを越え，現時点での経営状況をより的確に把握し，理論と実
践両面での日独経営比較を，新たなより柔軟な態度で見直そうとする傾向が
みられる。しかし本書を全体としてみれば，なおこの二つの志向が支配的で
あるように思えるのである。
この点をより具体的にみれば，例えば第 1章ではドイツの経営組織と経営
者， ドイツ的経営，技術・労働•生産組織の特性に関する主として英米文献
を援用した，アングロサクソン系文化圏の視点からの，どちらかといえば社
会学的な分析が見うけられる。これに対し本論第 1部のドイツ企業経営の諸
側面の具体的分析の基調は，企業経営とそれと関連する制度についての，経
済学的，制度的，法制的視点からの分析である。そこでは例えば，本書の展
開の最重要な経験的基礎となっているように思われる共同決定制度は，労資
関係の展開視点から，団体交渉による「労働契約」制度の補完・拡充制度と
いう，「経営民主主義」路線に沿う一般的意義において把握されている。そ
れはそれ自体として妥当な見解である。しかし，本書において提示されてい
る複眼的視点を貫徹し，統合するとすれば， さらになぜそれがドイツでは
「強制設立主義」によって，企業の個別性に関係なく一律に強制適用される
制度として形成されるのか，そこで「企業共同決定」，「経営共同決定」と規
定される内容は，わが国で「企業構成員の経営参加」と理解されている内容
とどの様な関係になるのか，それは 1章で指摘されている， ドイツにおける
企業者，経営者，職員，労働者等の職業的エイトスとどのように結びつくの
か，それはドイツ社会の，労資関係を基軸としつつも複雑な様相を含む階級
的，階層的社会構成とどのように関係するのか，等の疑問への解答が，なお
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求められるのではないかと思われるのである。
またこの問題を第2部のドイツの経営理論の分析視点との関係でみれば，
ここでのドイツ経営学把握の態度は，基本的には従来のわが国の伝統的態度
にのっとり，いわば普遍主義の視点からする，その理論，アプローチの一般
的な，普遍理論としての意義の究明にその基調がある。だがたとえば 1章で
示されている，アメリカの経営者との比較におけるドイツ経営者の価値観の
独自性は， ドイツ経営学の基礎概念，理論内容に反映することはないのだろ
うか，その理論にもまた，その普遍性とともに，多くの場合暗黙の前提とな
っている社会学的コンテキストの独自性が反映してはいないのだろうか。こ
うした点からして， 例えば「経営共同体」， 「企業指導」（ないし「企業管
理」），あるいは「資本志向的」，「意志決定志向的」，「労働志向的」等と訳出
されるドイツ経営学の基本概念の一般的普遍的意義とともに，その背景にあ
る独自なドイツ固有の社会的コンテキストをさらに究明する必要はないの
か，という疑問が生じるのである。 ドイツで，，Gemeinschaft"として理解
されている内容は，わが国で「共同体」として想定する内容と同ーなのか，
,,Fiihrung"として表現されている意義内容は，英米において"Management",
あるいはわが国で「管理」という場合に想定される内容と，その社会的コン
テキストにおいて，どのような関係にあるのか， ドイツにおける「意志決定
志向的」理論は，アメリカで生起した「意志決定論」とどのような関係で捉
えられるのか，その発想法に相違があるとすればその相違を生む社会的コン
テキストは何か，本書において踏み出されているドイツ経営分析への複眼的
視点をより整合的なものとし，展開し，それによって現代問われている諸課
題に理論面，実践面から今後より的確に応えるためには，またわが国との比
較において常に問題となる， 「人間主義」の普逼的意義のみならず， ドイツ
的，あるいはより広く西欧的特性をより明確にするためには，少なくともこ
うした作業が，本書に集約されている帰結・基礎認識の上に，さらに必要な
のではないだろうか。
EC統合， ドイツ統一，社会主義体制崩壊等の契機となり，その動きを加
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速させている現今のドイツ経営のダイナミズムと動揺，あるいはより広く西
欧，東欧の経営の変化，動揺と崩壊，ハイテク分野での日米両国に対する競
争上の位置関係の変化，一方における「日本的経営」をめぐるドイツ，ョー
ロッパでの評価の分化，他方における「ドイツ的経営」に対する，海外のみ
ならずわが国の学界，産業界での評価の分化傾向等々の問題を科学的に解明
し，その問題構造を明確にし，国際化時代におけるわが国の企業経営の今後
の展開方向に的確な示唆を与えるためには，経営学研究は，理論，実践の両
面で，制度的，法制的分析によって裏打ちされた企業経営の経営経済学的認
識を基礎・帰結とするとともに，その媒介として，少なくとも各国の社会構
成のより細かな相違，それとの関連による企業経営実践の発想法と行動様式
の相違をも掬いとることの可能な，またそれによってとりわけ国際間競争の
鋭利な武器としての，「ハイテク」をはじめとする技術が企業経営において
創造，実現，蓄積される，社会的様式の特性，相違にも分析の手が届く理論
的，実証的フレームワークの形成・整備に迫られているように思われる。そ
してこうした視角から， ドイツ文化圏における企業経営に関する学問研究発
展の成果を参考にし，配慮しようとする場合には，その考察のスコープを，
なお本書では必ずしも考察の重点とはされていないドイツ経営学（経営経済
学）の「科学主義的方向」での系の議論の発展，さらには経営社会学，産業
社会学，技術論等の隣接諸科学の発展とその成果にも拡大する必要を感じる
のである。
以上本書に触発されて身勝手な感想を述べてみた。だがこうした問題は評
者を含めて学界で今後解決していく必要のある共通の課題である。本書はい
わばドイツの歴史の曲がり角において絶妙のクイミングで編まれた， ドイツ
経営学研究史上のエポック・メイキングな，啓発の書である。本書がドイツ
の企業経営と関連する諸問題に理論的，実践的な関心をもつ多くの読者に，
有益で信頼できる基礎知識と新たな情報，豊かな理論的実践的示唆と展望，
および創造的思考への刺激を与えるであろうことを確信するものである。
